
Web申請システム
で申請書を作成し
再発行手数料支払
まで完了

作成済みの申請書が
メール添付で届く 必要書類を同封し、

簡易書留で郵送

申請書を印刷し、
必要事項を記入、
押印し、申請書に
会社の証明印を受
ける

必 要 書 類  枚　数 備　考

① RCCM 登録申請書 1 部門につき
1

Web 申請システムで作成してください。
※一度のボタン操作で、新しい勤務先名の登録手続きが可能です。 

メール添付で、①の様式の PDF ファイルをお送りします。
印刷し、ご提出ください。
【このガイド内、Web申請システム申請書作成ボタンより手続き
　可能です。】

１

申請前 3 ヶ月以内発行の原本で、本人のみ、本籍地記載のもの

マイナンバー記載のないもの

※住所地以外の市区町村が発行する広域交付住民票は、本籍地記
載が無いため不可

②住 民 票

③登記されていないこ
との証明書 1 申請前 3 ヶ月以内発行の原本

④登録証用写真 1 部門につき
２ 規格を満たすものを登録申請書に貼付のこと

【このガイド内、Web申請システム申請書作成ボタンより手続き可能です。】

https://www.rccm-cpd.com/rccm/rccmtop.html
https://www.rccm-cpd.com/rccm/sg/sguide_1.html
https://www.rccm-cpd.com/rccm/sg/no-regis.pdf
https://www.rccm-cpd.com/rccm/sg/id_pic.pdf


提　出　先：一般社団法人建設コンサルタンツ協会　RCCM資格制度事務局
〒１０２-００７５
東京都千代田区三番町1番地（KY三番町ビル８F）

郵送の場合：上記住所宛に封筒（角２サイズ）に必要書類を同封の上、折り曲げずに簡易書留で
送付してください。

持参の場合：祝祭日を除く月曜日～金曜日９：００～１７：００の間にお越しください。
　（１２：００～１３：００は昼休みの為、受付しておりません。）   

＊年末年始は、受付可能かを電話でご確認ください。（TEL:０３-３２２１-８８５５）

新しい勤務先名の
申請書作成はこちら

Web申請システム
申請書作成

https://www.jcca-si.jp/rccmWebTop.do?torokuSaiMail


Web申請システムの手続きについて

⑤設定したアドレス宛に「登録申請案内（自動配信）」

が送信されます。

・申請フォームが開きましたら、必要事項を入力してください。

その後、個人特定、登録対象の判定を行い、結果をメールで

お送りします。

最長で１時間程度でメールが送信されますが、転居等の情報

を変更していないと個人特定に時間を要し、翌営業日以降に

なる場合があります。

・「必須」となっている項目は入力してください。

・送付先は、現住所、勤務先住所、送付先用に住所を設定、

のうち１つを選択してください。

・現住所、勤務先以外の住所へ送る場合は「送付先用に住所

を設定する」にチェックを入れると住所入力欄が表示されま

す。

入力が全て終了しましたら「申請」ボタンを押してください。

入力内容確認フォームが開きますので、入力内容を確認して

間違いがなければ「はい」ボタンを押してください。

②「有効期限内の転退職に伴う手続き申請

受付通知（自動配信）」 が送信されます。

入力いただいた内容の確認メールです。

この後、受付サーバーからＲＣＣＭシステムにデータが

送られ、個人特定及び登録可否の判定が行われます。

個人特定が完了し、登録可能判定となった場合に次の

メールが送信されます。

①設定したアドレス宛に「有効期限内の転退職に伴う

手続き申請案内（自動配信）」 が送信されます。

メールの中に申請フォームへのURLがありますので、

これをクリックして申請フォームを開いてください。

「Web申請システム申請書作成」ボタンをクリック

すると左のような画面が開きますので、メール

アドレスを2回入力いただきます。

これ以降の手続きにおいて数回のメール送信があり

ますので、日常利用されるＰＣのメールアドレスを設

定してください。

※携帯メール、フリーメールは使用不可です。

パソコンからお手続きください。



③「有効期限内の転退職に伴う手続き申請内容

入力フォームご案内通知」 が送信されます。

登録申請が可能な方には「登録申請内容入力フォームご案内通知」

が送信されます。

このメール記載のURLをクリックすると左記の申請フォームが

開きます。

あらかじめ直近の登録内容が表示されていますので、状況に応じて修

正してください。

登録申請内容を入力して申請ボタンをクリックすると「登録手数料お

支払い方法通知」が送信されます。

メール送信は最大で1時間程度かかる場合があります。

④「登録証再発行手数料お支払い方法通知」

が送信されます。

「登録証再発行手数料お支払い方法通知」にある登録

料決済処理へのＵＲＬをクリックして決済処理フォーム

を開いてください。

※URLをクリックする際にダブルクリックするとエラー

になる可能性が高いのでご注意ください。

◎ 登録証再発行手数料決済手続きの手順

手数料の支払い方法は、「クレジットカード」、「コンビニエンスストア

払い」から選択が可能です。

決済処理が可能であるクレジットカードは、「Ｖｉｓａ」と「Ｍａｓｔｅｒ」のみ

となります。

カード券面に下記のマークがあるものであれば利用可能です。

コンビニエンスストア払いには下記のコンビニエンスストアが

利用出来ます。

・ファミリーマート ・ローソン

・セイコーマート ・セブンイレブン

・ヤマザキデイリーストアー ・ミニストップ

・デイリーヤマザキ

§ クレジットカードでの決済

（決済代行会社サイト）

お支払い方法の確認画面となります。

金額、支払い方法を確認して頂き、間違いがなければ

「進む」ボタンを押してください。



セキュリティコード

必要事項記入の画面となります。

カード番号、カード有効期限、セキュリティコードを入力

してください。

※セキュリティコードとは、不正使用を防止する為の特

殊コードです。

Ｖｉｓａカード、Ｍａｓｔｅｒカードの背面署名欄右上に3文字

印字されています。

お支払い手続きの完了画面になります。

このまま「進む」ボタンを押してください。

以上でクレジットカードによる決済手続きが完了とな

ります。

§ コンビニエンスストア払いでの決済

（決済代行会社サイト）

お支払い方法の確認画面となります。

金額、支払い方法を確認し、

間違いがなければ「進む」ボタンを押してください。

必要事項記入の画面となります。

利用するコンビニの選択、氏名、フリガナ、

電話番号、メールアドレスを入力して「決済する」

ボタンを押してください。

これでコンビニエンスストア払いのお申し込みが完了

しました。

２日以内に選択されたコンビニエンスストアで

お支払いをして頂き、決済されたことが確認出来た

段階で完了となります。



⑤クレジットカード、もしくはコンビニでお支払いが完了

すると、「登録申請書送付及び登録証再発行手数料お

支払い完了通知」 が送信されます。

「登録申請書送付及び登録証再発行手数料お支払い完了通知」には

左のような登録申請書が添付されています。

登録申請書には入力いただいた内容が入っています。

この段階で入力内容に誤りが見つかった場合は二重線で訂正し、

訂正印を押してください。

内容のチェック、本人及び会社の署名・捺印を行い、写真を左下に

貼付した上で添付書類とともに簡易書留で郵送してください。

納付証明書が必要な方は「登録申請書送付及び登録証

再発行手数料お支払い完了通知」メール内の納付証明

書発行用ＵＲＬをクリックしてください。

納付証明書の発行ができるのは決済から１８０日以内のみ

です。

それ以降は発行出来ません。

改めて当協会より発行することも出来ないため、納付証

明書が必要な方は早めにお手続きください。

納付証明書の宛名を入力し、「納付証明書ＰＤＦを送

信」ボタンを押してください。

メール添付にて納付証明書が送信されます。

ファイル名が文字化けして受信されることがあります

が、この場合は、ファイル名を変更し、拡張子を「．ｐｄ

ｆ」としてください。

支払期限の２日を過ぎると、申込手続きは取り消されます。

申請を希望される場合は、再度はじめからの手続きとなり

ます。

コンビニエンスストア払いの場合はレジでお控えを

お渡しします。

こちらは、万が一の返金の際に必要となりますので、

大切に保管してください。

【納付証明書について】



登録申請書の証明についての注意事項

登録申請には登録者本人の氏名及び印鑑、勤務先より在籍している事を証明するための証明印が必要となります。
証明者の記載欄は、ゴム印もしくは手書きにて作成してください。
下記参照の上、不備が無いように十分ご注意ください。※内容に不備がある場合には受理出来ません。

但し、代表取締役に代わり証明権限を有する方（支社長・支店長・所長等）の証明は有効です。
その場合も、印は会社印と同証明者の役職印の二つが必要です。（会社印と役職印を兼ねている場合は 一つ
で構いません。）

会社印と役職印を兼ねている場合は一つで構いません。

･民間企業に勤務の方（株式・合同・合資会社等）
･登録者が法人の代表者の方1

原則として、証明者は現在の勤務先会社の代表取締役で、印は会社印と同証明者の役職印の二つが必要 です。
登録者が法人の代表者の場合も、自身の記載事項の証明を下記に準じて行ってください。



･官公庁等公共機関に勤務の方2
首長または、所属長など、記載事項の証明権限を有する方の役職印を押印してください。
私印は不可です。

3 登録者が出向者である場合

出向者においては、出向先あるいは、出向元のいずれかから、１、２に準じて証明を受けてください。



4 ･民間で法人化されていないところ（個人経営等）に勤務の方
･登録者が個人経営者の方

原則は、１に準じて証明を受けてください。
民間で法人化されていないところ（個人経営等）に勤務で役職印がない、組織印（会社印）がない場合は、
経営者の契約書等に使用している印鑑を押印してください。
法人ではないところの個人経営者の場合も、自身の記載事項の証明を下記に準じて行ってください。

5 ･登録者が個人営業及び無職の方

個人営業もしくは無職の方は、自身の記載事項の証明について、ご自身の印鑑にて証明を行ってください。
ご自身の署名、同じ印で押印もしてください。



受付出来ない例（証明印編）



受付出来ない例（記載編）
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